
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

64

産業政策課長
関　知紀

64

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 88

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成25年度）
増加を目
指す指標

63

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

80

産業政策課長
関　知紀

76

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 65

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

21

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

■ 該当 ■ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度　27年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成23年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

80

産業政策課長
関　知紀

0

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成26年度）
増加を目
指す指標

100

6,950 761 7,711 20,346

現状維持

1 3,993 3,993 124 4,117 4,117,000

説明：
２７年度は融資に至った業者がなかった
ため、すでに融資を受けている中小企業
者の利子補給を行っている。
平成２８年度において信用保証料の補助
についての見直しを行う。

総合評価（課題・方向性）：
株価の上昇や経済指標の一部に明るい
兆しが見え利用件数が減少している。
一方で中小事業者にとっては経済のグ
ローバル化や原材料コストの上昇等、
依然厳しい経営環境にあることから本
融資制度の趣旨に則った事業の見直し
について検討が必要である。なお、平
成２８年度において信用保証料の補助
についての見直しを行う。

融資制度
を受理し
た中小企
業数に対
する融資
が受けら
れた企業
数の割合
(％)

効率性

4,233 857 5,090

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性

17,664

効率性 4
経営指導
件数(件)

業務フローに改
善の余地がある 　

説明：
本融資制度の趣旨に則した事業の見直し
は必要であるが、制度自体は効率性によ
らず必要である。

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性

融資制度
申請受理
件数(件) 4,233

1 達成度 　

6 4,272

2

4,272

6,950

現状維持

576 7,650 1,000 6,650 578 8,228 14,285

説明：
経営改善に対して、商工会の積極的な取
組みもあり、指導件数が増加している。

総合評価（課題・方向性）：
商工会に対しては自立に向けた事業展
開を図るよう促していく必要がある
が、中小企業者の経営環境は依然厳し
い状況にあることから当面は状況を見
守る必要がある。

経営指導
により経
営改善し
た割合
(％)

435 6,950

達成度 　

説明：
27年度は工業広域交流事業に対し、国の
交付金があったため、事業費が増額して
いる。

379

業務フローに改
善の余地がある 　

6,950 734 7,684

29年度の方向性 現状維持

13 2,447 2,447 495 2,942 226,308

説明：
申請要望が減少していたため、平成２６
年度に要綱の変更を行い、対象事業者、
対象事業を拡大し利用しやすいものと
し、効果が出ているため現時点での改善
は行わない。

総合評価（課題・方向性）：
申請件数も増加してきている。商店会
等からさらなる要望があれば検討の余
地はあるが、当面の期間現状維持とす
ることが望ましい。

市内商店
会数に対
する補助
金を交付
した件数
の割合
(％)

効率性

業務フローに改
善の余地がある 　

　

説明：
平成２６年度の要綱改正の効果が出てい
る。

4 381 381 558 939 234,750

制度改正の
余地がある 　

5 達成度

市内商店
会からの
補助金申
請を処理
した件数

4,28611 4,286 539 4,825 438,636

5,890

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

産業政策課
労政商工係

04-02-04

産業政策課
労政商工係

不況対策緊急融資
事業

04-02-03

商工会支援事業
一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

不況対策緊急資金融資条例、同規則

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的 該当

上乗せ 横出し

 (改正実施年度27年度)
給付
事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市内の中小企業者等

指定
管理

目的
・

意図

根拠
法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 商工会・商業者・工業者

商工会による経営改善事業、
人材育成事業に対する補助、
地域総合振興事業、工業広域
交流事業、商工業活性化事業
などに対する補助

市内商工業者は経営基盤が強
固ではなく、社会経済環境の
変化に充分対応できず、厳し
い状況にあるものが大半であ
り、経営改善事業等により経
営基盤の強化を図る。

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

東久留米市商工会補助金交付要綱
東久留米市工業広域交流事業補助金交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

東村山市 清瀬市 西東京市

該当

上乗せ 横出し

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市内商店会

廃止予定
の有無

04-02-02

産業政策課
労政商工係

東久留米市商店街
活性化対策事業

根拠
法令
等

市内商店会等

商店街活性化対策の一環とし
て１９年度から実施した市単
独の補助事業。各商店会等が
独自で行う事業に対し、補助
金を交付する。

商店街の活性化を図る。

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当
事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

行政
補完的

政策的

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

上乗せ 横出し

外部評価

東久留米市商店街における商業等の活性化に関する条例・補助金交付要綱

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

市内中小企業者の経営の安定
を図るため、売上が前３年の
同期に比し１０％以上減少し
た企業者に対し、市内の金融
機関と契約し、運転資金融資
制度を設け、低利の融資を行
うにあたり、利子補給・保証
料の補助を行う。

市内中小企業者の事業継続

補助
金

全部
委託

一部
委託

2,545,000

888 5,160

新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

単位当たり
コスト

基本事業番号・名にぎわいと活力あふれるまち 04-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 04 商工業の活性化

事務事業名

説明：
１件当たりの補助金申請額が増額してい
るために効率性が下がっているが、補助
金によって商店会の振興、活性化につな
がっている。

15 10,088

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

860,000

行政
補完的

政策的 (改正実施年度26年度)
給付
事業

29年度の方向性 現状維持

11 8,347 4,567 3,780 743 9,090 826,364

説明：
東京都の補助金をベースに市町村負担分
が発生するものであり、業務フロー、制
度改正の改善余地は東京都の方向性によ
る。

総合評価（課題・方向性）：
補助金の申請件数が減少することが予
想されるが、一方でこの補助金を積極
的に利用し商店街振興に努めている商
店街も存在する。ついては補助金の目
的や内容を周知徹底しつつ、当面の期
間現状維持とすることが望ましい。市内商店

会数に対
する補助
金を交付
した件数
の割合
(％)

4,198

達成度 　

4,295 837 10,942 911,833

新・元気を出せ商
店街事業

産業政策課
労政商工係

04-02-01

808

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

12 10,105 5,810

726,400

効率性 2

　

10,896

市内商店
会からの
補助金申
請を処理
した件数

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

各商店会が実施するイベント
事業・活性化事業に対し補助
金を交付することにより、商
店会の振興を図る。

小平市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

（市）新・元気を出せ東久留米市商店街事業補助金交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

市内商店会が実施するイベン
ト事業、活性化事業に対し、
新・元気を出せ東久留米市商
店街事業補助金交付要綱に基
づき補助金を交付する。

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

単位当たり
コスト

基本事業番号・名にぎわいと活力あふれるまち 04-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 04 商工業の活性化

事務事業名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

85

産業政策課長
関　知紀

86

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 78

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

70

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

82

産業政策課長
関　知紀

80

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 80

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成24年度）
増加を目
指す指標

88

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

15,000

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 30000

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成25年度）
増加を目
指す指標

30000

1,785 3,585 120

29年度の方向性 現状維持

21 16,163 16,163 660 16,823 801,095

説明：
申請する中小企業は新規の場合も多いた
め、業務フローに改善の余地はない。ま
た、運転資金や設備資金投資など必要に
応じた融資を低利で行うものであるた
め、制度改正は行わない。

総合評価（課題・方向性）：
小企業においては経済のグローバル化
や原材料コストの上昇等依然厳しい経
営環境にあることから本融資制度は必
要である。景気の動向など大幅に変わ
らない限り現状どおり継続することが
望ましい。

15,205

　制度改正の
余地がある 　業務フローに改

善の余地がある

711,261

20 15,205

効率性 2 達成度 　

説明：
運転資金や設備資金投資など必要に応じ
た融資を低利で行うものであるため、効
率性によらず制度は必要である

制度改正の
余地がある 　

1,000
　

利子補給
処理件数
(件)

業務フローに改
善の余地がある 　

1,000 178 1,178

172 1,172 16,743

効率性 3

39,805 5,871 45,676

達成度

説明：
小規模企業者においては経済のグローバ
ル化や原材料コストの上昇等依然厳しい
経営環境にあることから、効率性によら
ず、制度は必要である。

70 1,000

18,12365 1,000

29年度の方向性 現状維持

72 1,046 1,046 165 1,211 16,819

説明：
商工会を通じて利子補給を行う事業であ
り、改善・改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
小規模企業者にとって、経営の一助と
なっていることから、現状どおり継続
することが望ましい。

経営の安
定化、振
興に必要
な資金の
融資を受
けられた
割合(％)

1,800

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

61 39,781 39,781 5,774 45,555 746,803

説明：
申請する企業者は新規の場合も多いた
め、業務フローに改善の余地はない。ま
た、小口零細企業に対する融資にかかる
利子補給、保証料の補助であるため制度
の改正は行わない。

総合評価（課題・方向性）：
小口零細企業は経済のグローバル化や
原材料のコストの上昇等依然厳しい経
営環境にあることから、本融資制度は
必要である。景気の動向など大幅に変
わらない限り現状どおり継続すること
が望ましい。

効率性 4 達成度 　

説明：
小口零細企業に対する融資にかかる利子
補給、保証料の補助であるため本融資制
度は効率性によらず必要である。

39,805

38,842 6,084 44,926 847,660

1

説明：
単位当たりコストは雨天で来場者数が伸
びなかったため悪化している。
２７年度は商工祭がメインだったため、
人件費も上がっている。

現状維持

2 1,700 1,700 1,238 2,938 196

説明：
定着している市民みんなのまつりは、現
状で満足している意見が多い。今後も補
助金を継続していく。

総合評価（課題・方向性）：
市民みんなのまつりが１１月に現在の
場所（駅前）で開催されることを知ら
ない、または来場したことがない市民
が多いので、周知方法を考慮する必要
がある。市外からの来場者を増やすこ
とも課題。イベント内容によっては、
市民が相互の絆を確認する良い機会と
なる。

来場者数
(人)

2

達成度 　

2 1,800

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

中小企業資金融資
事業

04-02-08

産業政策課
労政商工係

市民みんなのまつ
り（商工祭）事業

04-02-06

産業政策課
労政商工係

小企業経営改善資
金利子補給事業

04-02-05

産業政策課
労政商工係

04-02-07

産業政策課
労政商工係

小口零細企業資金
融資事業

給付
事業

該当

上乗せ

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

小口零細企業資金融資制度実施要綱

事業
内容
・

活動
手段

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度27年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

市内の小規模事業者の経営の
安定、近代化を図るため、市
内の金融機関と契約し、運転
資金・設備資金などの融資制
度を設け、低利の融資を行う
にあたり、利子補給・保証料
の補助を行う。

小規模事業者が必要な資金を
調達することができ、経営の
安定化が図られる。

商工業者、市民

市が後援し、ＪＡと商工会が
隔年で実施する市民みんなの
まつりへの補助

祭りをとおして、市民に市内
の商工業をＰＲし、各種イベ
ント等により市民老若男女に
楽しんでもらう。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

東久留米市市民みんなのまつり（商工祭）補助金交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的 (改正実施年度27年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

西東京市

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的 (改正実施年度27年度)
給付
事業

該当

上乗せ

市内の中小企業者等

市内中小企業者の経営の安
定、近代化を図るため、市内
の金融機関と契約し、運転資
金・設備資金などの融資制度
を設け、低利の融資を行うに
あたり、利子補給・保証料の
補助を行う。

中小企業経営者が必要な資金
を調達することができ、経営
の安定化が図れる。

小企業又は経営内容が小企業
と同様な実態のある企業者

日本政策金融公庫（平成２０
年まで国民金融公庫）の小企
業等経営改善資金融資を受け
た小企業者及び小企業者に準
じる者に対し、貸付利子に利
子補給を行う。

小企業又は経営内容が小企業
と同様な実態のある企業者の
経営継続に必要な資金、ノウ
ハウの提供

市内の中小企業信用保険法第
２条第３項に定める企業者

終期

対象

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

横出し

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

不況対策小企業等経営改善資金利子補給金交付要綱

外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

小平市 東村山市 清瀬市

努力義務的
(法律・政令等)

終期

中小企業資金融資条例、同規則

行政
補完的

政策的 (改正実施年度27年度)

対象

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

一部
委託

横出し

義務的
(法律・政令等)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

698

融資制度
を受理し
た中小企
業数に対
する融資
が受けら
れた企業
数の割合
(％)

15,686

15,903 795,150

指定
管理

補助
金

15,686 67323 16,359

業務フローに改
善の余地がある 　

913,520

融資制度
申請処理
件数(件)

経営の安
定化、振
興に必要
な資金の
融資を受
けられた
割合(％)

50

53 38,842

効率性

1,780

開催日数
（日）

1,780 796 2,576 86

融資制度
申請処理
件数(件)

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

単位当たり
コスト

基本事業番号・名にぎわいと活力あふれるまち 04-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 04 商工業の活性化

事務事業名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

480

産業政策課長
関　知紀

400

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） －

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

－

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度　27年度） －

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

－

産業政策課長
関　知紀

99

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度　27年度） －

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

■ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

－

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度　27年度） －

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

業務フローに改
善の余地がある

販売され
た商品券
の金額
(円)

市民、参加店舗、商工会義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成２７年度

対象

効率性

0 0 #VALUE!

－ 0

講義の回
数（回）

0 #VALUE!
説明：
単年度事業のため。

　制度改正の
余地がある 　

0

3 200 200 124 324 108,000

説明：
単年度事業のため。

　

－

業務フローに改
善の余地がある

0

29年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

516,000 102,954 66,052 36,902 1,238 104,192 202

説明：
単年度事業のため。

総合評価（課題・方向性）：
単年度実施のため方向性なし。

販売され
た商品券
の金額の
うち、使
用された
商品券の
金額の割
合(％)

効率性 3

－ 0 0 0 #VALUE!

達成度 　

説明：
単年度事業のため。

29年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

3 2,056 2,056 825 2,881 960,333

説明：
単年度事業のため。

総合評価（課題・方向性）：
単年度実施のため方向性なし。

新規購入
者を獲得
した市外
販売等の
割合(％)

－ － #VALUE!

効率性 3 達成度横出し

－ － #VALUE!

－ 0

市外販売
の実施回
数(回)

　

説明：
単年度事業のため。

－ 0

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

東久留米市ふるさと名物販売促進事業補助金交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

市外における東久留米市の名
物商品の割引販売。

東村山市 清瀬市 西東京市

平成２７年度

地域ブランド化・
地域経営に関する
講義

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

消費喚起のためのプレミアム
付き商品券の発行

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

事業
内容
・

活動
手段

地域ブランド戦略・地域経営
に関する講義を実施。

目的
・

意図

東久留米ブランド確立のため
の組織的、長期的な取り組み
を具現化する。

対象

東久留米市地域産業推進協議
会委員、市民、商工会、Ｊ
Ａ，職員根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

04-02-10

04-02-11

根拠
法令
等

プレミアム付き商
品券発行事業 全部

委託
一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

産業政策課
労政商工係

 直営
（委託無）

西東京市

東久留米市プレミアム付き商品券発行事業補助金交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

廃止予定
の有無

清瀬市

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

産業政策課
労政商工係

終期

廃止予定
の有無

04-02-12

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成２７年度

対象

ふるさと名物販売事業者、商
工会産業政策課

労政商工係

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市産品の認知度を高め、販路
拡大、新たな需要の創出、消
費喚起を促す。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

ふるさと名物販売
促進事業

給付
事業

該当

上乗せ

講義を受
けて理解
した割合
（％）

0 #VALUE!

効率性 3

29年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

総合評価（課題・方向性）：
単年度実施のため方向性なし。

3 達成度

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

補助
金

小平市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

横出し

東久留米市の区域内の商業振
興及び地域経済の活性化を促
す。

0 #VALUE!0－ 0

　制度改正の
余地がある 　

04-02-09

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

　市民、まつりの参加者

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

　地域の元気や安心を支える
地域活動団体と話し合う場を
設け、毎年11月に行われる東
久留米市市民みんなのまつり
（商工祭・農業祭）で行うイ
ベント内容を検討。提案の
あった東久留米音頭を多くの
市民で踊るイベントや活動団
体のアウトリーチ活動を行う
ブースを設けた。市民みんなのまつ

り活性化事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

　市民が地域に関心を持ち、
市民の元気と安心を支えるコ
ミュニティの再生のきっかけ
となるイベントやアウトリー
チ活動を関係団体と連携して
取り組み地域の絆を作ること
を目的とする

小平市 東村山市 清瀬市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

会議・練
習会の実
施合計回
数

（回）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

8 519 519 0 0 0 0 582 1,101 137,625

説明：平成27年度が初めての取り組みと
なった。実施結果を検証し、実行委員会
でのPDCAサイクルの実行し業務フローの
改善に常に取り組みながら事業をブラッ
シュアップしていく。

総合評価（課題・方向性）：
　実行委員会での話し合いを踏まえ、
東久留米音頭等の練習会の回数を増や
し、実施地域を増やすことにより、地
域のつながりを強める機会を増やして
いく。また、練習会には多くの地域住
民が集まることから、その機会をとら
えて市長との意見交換会を行い、地域
の活性化に関する市民の意見が反映し
やすい仕組みを取り入れる。団体、地
域の枠を超えて市民の交流を促すと同
時に、イベント本番である市民みんな
の祭り（農業祭・商業祭）への参加を
PRし市民みんなのまつりの活性化を達
成する。

イベント
当日参加
者数
（人）

－ 0

達成度 　

説明：単年度事業であるため効率性の評
価は中央値３を記載。

－ 0 0 #VALUE!

西東京市

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

単位当たり
コスト

基本事業番号・名にぎわいと活力あふれるまち 04-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 04 商工業の活性化

事務事業名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

－

産業政策課長
関　知紀

9,500

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 ■ 該当（廃止年度27年度） －

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（総合評価を参照 ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

－

産業政策課長
関　知紀

620

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） －

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

－

産業政策課長
関　知紀

10

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） -

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（総合評価を参照 ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

-

04-02-13

産業政策課
振興企画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成２８年３月

対象

市民、来街者

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

　地域ブランド化・地域経営
に関する講義を専門家に委託
し、市民等を対象にワーク
ショップを実施した。
　観光マップ等検討委員会を
設置し助言を受けながら、多
言語に対応した観光マップ・
看板を設置した。

観光環境の整備事
業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある

04-02-14

外部評価

産業政策課
振興企画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成２８年３月

対象

３０歳代ぐらいまでの市の次
世代を担う若い市民。

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

　市内の観光資源について、
次世代を担う若者を対象にし
たシンポジウムを実施した。
市内のベンチャー企業株式会
社ON-ART代表取締役による基
調講演、パネルディスカッ
ションのパネラーは、次世代
を担う若い市内事業者・アス
リートを配した。

次世代向け観光シ
ンポジウム

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

　同世代の仲間や市長とまち
の未来像について話し合うこ
とで若者のまちづくりへの参
画意識を高める。若者目線に
よる地域の魅力の発見により
新たな観光資源の発掘を行
う。

小平市 東村山市

04-02-15

産業政策課
振興企画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成２８年３月

対象

市の観光振興施策

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

　既存資料、データを基にし
た現状分析。インターネット
調査。地域外、地域内住民へ
のアンケート調査。自由学
園・地域産業推進協議会との
ワークショップ。これらを通
して市観光振興に関する具体
的な方向性を示していく。

観光振興分析事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

財政健全経営計画
実行プラン

6,894 1,149,000

説明：単年度事業 総合評価（課題・方向性）：
　地域には、湧水をはじめとする魅力的な資源が
あるが、観光資源として認識され、ブラッシュ
アップされているものは少ない。また、これらを
対外的に案内する際に多言語に対応したツールが
ほとんど存在しない。本事業ではこれらの、課題
に対応するため、地方創生先行型の交付金を活用
した事業として、今後の観光振興の礎となるよう
に、観光素材を市民とともに整理すると同時に、
外国人を含めた来街者及び市民をターゲットにし
た観光看板・観光マップを作成した。これらは今
後の地方版総合戦略を進める際の基礎となってい
く。
　近隣市については、状況はまちまちであり、本
事業のうち観光マップの作成やワークショップな
どの実施はほとんどの近隣市で見受けられる。

観光マッ
プの配布
枚数
(枚)

－ 0

効率性 3 達成度 　

説明：単年度事業であるため効率性の評
価は中央値３を記載。

－ 0

3 達成度 　

0

効率性 3 達成度

0－

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

0 #VALUE!
　

説明：単年度事業であるため効率性の評
価は中央値３を記載。

29年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

打合せ等
の回数
(回)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

－ 0 0

19 5,400 5,400 326 5,726 301,368

説明：単年度事業 総合評価（課題・方向性）：
　当市は、いわゆる観光地ではなく観
光振興に係る分析を行う機会が少な
かった。本観光振興分析は、来街者や
市民の意見をアンケートし、さらに類
似自治体の好事例を踏まえて、観光振
興の方向性の提案をおこなっているこ
とから、今後の観光に係る市民や、地
域産業推進協議会の取り組みの参考と
なる。
 近隣市については、イベントごと、
調査事業ごとのアンケートを実施し、
当該イベント等のために分析している
ことがある。

観光振興
の方向性
の提案数
(件)

説明：単年度事業であるため効率性の評
価は中央値３を記載。

効率性

対象

0 #VALUE!

0 #VALUE!

補助
金

目的
・

意図

　市の観光資源を有効に活用するた
め、既存の観光資源を整理すると同時
に、新たな観光資源を市民とともに開
拓する。2020オリンピック、パラリン
ピックに向けて外国人も含めてた来街
者へ市の魅力を発信する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

　市が観光振興の役割を効果
的に果たすために、現状の調
査・分析を行い、課題やニー
ズをとらえて、今後の観光振
興事業を提案する。

西東京市

会議・
ワーク
ショップ
の実施回
数
(回)

対象 外部評価

清瀬市

3 1,102 1,102

－

0 #VALUE!

該当

504 1,606 535,333

イベント
当日参加
者数
（人）

6 6,300 6,300 0 0

0 #VALUE!

廃止(完了･統合含
む)

説明：単年度事業 総合評価（課題・方向性）：
　将来に向けては、未来を担う若者が
地域の活性化に関心を持ち、取り組む
ことが必要である。しかしながら、若
者の関心が低く、まちづくりについて
お互いに話し合う機会がない。市内で
成功しているベンチャー企業の代表取
締役の基調講演が参加者に気づきを与
え、同世代によるパネルディスカッ
ションは、パネラー・観覧者に地域の
魅力については話し合うきっかけを与
えた。本シンポジウムで話し合われた
内容を今後の産業振興事業に反映して
いく。

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性

廃止(完了･統合含
む)

0 0 594

#VALUE!

西東京市

－ 0

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

イベント
の実施回
数
（回）

東久留米市


